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 【目的】 

 骨格筋の状態は高齢者の生活機能と関連し、運動機能と骨格筋量の低下が併存した状態であるサルコペニアは生活機能障害

の危険因子である。 本邦においてサルコペニアは高齢男性の 9.8％、女性の 10.1%に見られ、加齢に伴いその有病率は増加す

る。サルコペニアと加齢に伴う運動機能、および骨格筋量の低下は生活機能障害予防における介入対象である。 

 サルコペニアに対する運動は一般的にレジスタンス運動が用いられるが、日常の身体活動促進も骨格筋機能・量の維持に有

用である。近年、ウォーキングによる身体活動が血中のインスリン様成長因子を増加させる事や、身体活動量とサルコペニア

有病率との関連が報告されている。一方、サルコペニアを有する場合における身体活動量と生活機能障害との関連は明らかに

なっていない。一般的に高齢者の身体機能維持には中強度以上の身体活動が推奨されるが、 サルコペニアを有する場合には身

体機能・心肺機能が低下しており、高強度の身体活動は困難な場合がある。また、アメリカスポーツ医学会は体力が低下した

者に対しては低強度から中強度でも有益であると報告している。よって中高強度だけでなく、低強度であってもサルコペニア

を有する場合には有益であると考えられる。本研究は高齢者における身体活動量と生活機能障害発生との関連について、サル

コペニアの状態ごとに検討する事を目的とする。 

【方法】 

 高齢者機能健診に参加した 70 歳以上の高齢者 5257 名のうち、除外基準該当者を除く 2149 名(女性 55.7%、平均年齢 75.5 ± 

4.0 歳)が対象となった。ベースライン調査として握力、歩行速度、体組成測定（生体電気インピーダンス法）を行い、3 軸加

速度計を配布して 14 日間の身体活動時間を測定した。サルコペニアの状態は、歩行速度のカットオフ値を 1.0m/s へ改変した

アジアサルコペニアグループによる診断基準を用い、対象者を健常群（骨格筋量・運動機能正常）、筋量低下群（骨格筋量低下

のみ）、運動機能低下群（運動機能低下のみ）、サルコペニア群（骨格筋量低下かつ運動機能低下）に分類した。生活機能障害

の発生は追跡期間中に新規要介護認定がある場合とした。各群においてベースライン調査から 5 年間の新規要介護認定発生を

従属変数、中央値により 2 値化した強度別身体活動時間（低強度[Light intensity physical activity; LPA]および中高強度

身体活動[Moderate-to-vigorous physical activity; MVPA]）を独立変数とし、共変量で調整した多変量 Cox 回帰分析を行っ

た。  

 



【結果】 

 5 年間の新規要介護認定発生率は追跡不可の場合を除き全対象者で 15.4%であった。全対象者、健常群、筋量低下群、運動機

能低下群、サルコペニア群における平均 LPA 時間は 43.8 ± 18.0、45.6 ± 17.5、45.4 ± 16.6、40.8 ± 18.6、41.4 ± 18.5

分/日であり、MVPA 時間は 24.6 ± 17.6、26.3 ± 18.3、27.2 ± 17.3、21.6 ± 16.3、21.5 ± 16.4 であった。多変量分析

の結果、全対象者において高い MVPA は新規要介護認定と関連したが（Hazard Ratio[HR], 0.63; 95% confidence interval [95% 

CI] , 0.49 – 0.81; P < 0.001）、LPA は関連が見られなかった（HR, 0.86; 95% CI, 0.68 – 1.10; P = 0.22）。高い LPA はサ

ルコペニア群において（HR, 0.35; 95% CI, 0.15 - 0.85; P = 0.019）、高い MVPA は健常群（HR, 0.58; 95% CI, 0.39 - 0.87; 

P = 0.008）および運動機能低下群（HR, 0.66; 95% CI, 0.45 - 0.98; P = 0.040）において関連が見られた。筋量低下群では

LPA、 MVPA いずれも関連は見られなかった。LPA、MVPA とサルコペニアの状態との交互作用 P 値はそれぞれ 0.017、0.014 であ

った。 

【考察】 

 本研究では健常、運動機能低下群において MVPA が、サルコペニア群において LPA が新規要介護認定発生と関連した。MVPA

の促進は多くの身体活動ガイドラインでも推奨されており、高齢者の心肺機能や骨格筋の機能維持に関連する。健常または身

体機能低下のみ有する場合は中強度以上の身体活動が有効である事が示唆され、先行研究の結果とも一致した。骨格筋量およ

び身体機能の低下は心肺機能低下との関連が報告されており、それらを合併した状態であるサルコペニア群ではより低強度の

LPA でも新規要介護認定との関連が見られたと考えられる。一方、筋量低下群では関連が見られなかった。新規要介護認定発

生が少なく、統計学的検出力の不足が考えられる。特に MVPA は骨格筋の合成を促進し、筋量が低下した状態においても有益で

あると考えられるため今後継続した調査が必要である。 

 本研究の限界点として、高齢者機能健診参加者への参加や活動量計の装着による選択バイアスがあること、測定方法により

マシントレーニングなど特定の身体活動が測定されていないこと、身体活動量の測定がベースライン時点のみであること、栄

養状態など考慮すべき共変量が全て含まれていないことが挙げられる 

結論として、地域在住高齢者において身体活動量の増加は生活障害発生を抑制するが、関連する運動強度はサルコペニアの有

無により異なる事が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


